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別記様式（第４条関係） 

会    議    録 

会 議 の 名 称        平成２５年８月１９日 定例庁議 

開 催 日 時          

午後２時３０分 

平成２５年８月１９日（月）    ～ 

午後４時２９分 

開 催 場 所          市長公室 

出 席 者          

富岡市長、田中副市長、和田教育長、星野審議監（秘書担当）、

田中審議監（政策企画担当）、小林総務部長、佐藤市民環境部

長、安田福祉部長、中村健康づくり部長、柳原都市建設部長、

関根会計管理者、池田水道部長、内田議会事務局長、渡辺学校

教育部次長（谷井学校教育部長代理）、田中生涯学習部長、内

田監査委員事務局長 

 

（事務局） 

村山政策企画室長、佐藤同室主幹兼室長補佐、同室政策企画係

小曽根主任 

会 議 内 容          （１）平成２５年第３回朝霞市議会定例会提出議案について 

会 議 資 料          （１）平成２５年第３回朝霞市議会定例会提出議案 

会 議 録 の        

 

作 成 方 針 

 □電磁的記録から文書に書き起こした全文記録 

 □電磁的記録から文書に書き起こした要点記録 

 ■要点記録 

 □電磁的記録での保管（保存年限   年） 

電磁的記録から文書に書き起こ 

した場合の当該電磁的記録の保 

存期間 

□会議録の確認後消去 

□会議録の確認後 か月 

会議録の確認方法 

出席者の確認及び事務局の決裁 

そ の 他 の          

 必 要 事 項          
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  審議内容（発言者、発言内容、審議経過、結論等）                             

【市長あいさつ】 

 

【議題】 

（１）平成２５年第３回朝霞市議会定例会提出議案について 

 

 議案第６９号 平成２４年度朝霞市一般会計歳入歳出決算認定について 

（小林総務部長） 

・本議案は、平成２４年度朝霞市一般会計歳入歳出決算認定についてである。 

・「平成２４年度決算状況（普通会計）」は、今年度から資料として提出している。経常収支比率は

９３．７％であり、依然として厳しい状況である。 

・「平成２４年度朝霞市一般会計決算資料」に基づいて説明する。平成２４年度の決算額は、歳入が

３６２億３，８２２万１，５０１円となり、歳出は３５１億６，２１４万６５７円で、歳入歳出

差引残額は、１０億７，６０８万８４４円となった。この残額から、継続費逓次繰越額、繰越明

許費繰越額、事故繰越し繰越額を差し引いた翌年度繰越額は、１０億１，０２５万１，３８６円

である。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、市税は２０３億６３０万１，７９９円で、歳入総額の 

５６パーセントを占めている。 

・分担金及び負担金は、保育園入園児童保護者負担金などで、５億６，２１０万７，４９６円とな

っている。 

・財産収入は、１億４，２０３万７，４２７円となっている。平成２３年度は用地売却等による歳

入があったため、平成２４年度との決算額に差が生じている。 

・繰入金は、財政調整基金繰入金などで、４億３，３４３万９，６８９円となっている。 

・繰越金は、前年度からの繰越事業に係る分を含めて、１１億１，８８８万３，１７７円となって

いる。 

・諸収入は、学校給食費受入金や預託金の返還金などの貸付金収入のほか、資源ごみ売払代金など

で、１１億７，７３５万７１円である。 

・地方消費税交付金は、１０億１，３５６万６，０００円の交付となっている。前年度と比較して

増加しているが、平成２４年度決算については消費税の増額とは関係ない。 

・国有提供施設等所在市町村助成交付金は、１億１，７１９万４，０００円で、前年度と比較して

１６．４パーセント増加している。 

・地方特例交付金は、住宅ローン減税についてのみの歳入となったため、前年度と比較して減尐し

ている。 

・地方交付税は、普通交付税４億５，０６６万８，０００円、特別交付税１億７，４６８万 

３，０００円が交付されている。 

・国庫支出金は、５１億４，８６７万５，６８２円となっている。子ども手当負担金が児童手当交

付金に変更されたことなどにより、前年度と比較して決算額が減尐している。 

・市債は、駅東通線用地購入事業債、小学校大規模改造事業債、臨時財政対策債など１２件で、 

２１億１，４１８万４，０００円の借入れとなっている。 
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・歳出について、義務的経費の人件費については、共済費などの決算額が前年度より尐なかったこ

とにより、前年度と比較して０．３パーセント減尐している。 

・扶助費は、介護給付・訓練等給付費負担金などで、前年度と比較して３パーセント増加している。 

・公債費は、臨時財政対策債の返済などで、０．７パーセント増加している。 

・消費的経費について、物件費は、中学校の空気調和設備借上料などで、前年度と比較して 

０．４パーセント増加している。 

・補助費等は、生活保護費負担金返還金などで、前年度と比較して９．９パーセント増加している。 

・投資的経費は、前年度と比較して大きな工事が尐なかったため、１９．５パーセント減尐してい

る。  

［質疑等］ 

なし 

 

 議案第７０号 平成２４年度朝霞市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

（中村健康づくり部長） 

・本議案は、平成２４年度朝霞市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定についてである。 

・国民健康保険の年度末加入者の状況は、２万５６世帯、被保険者数は、３万３，５２５人となっ

ており、前年度と比較すると、世帯数は１８４世帯、０．９１パーセントの減尐で、被保険者数

は５９０人、１．７３パーセントの減尐となった。 

・決算額は、歳入が１２１億９，２０１万６，９４０円となり、歳出は１１９億６６８万 

２，２５４円で、歳入歳出差引残額は、２億８，５３３万４，６８６円である。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入の主なものについて、国民健康保険税は、２９億４，２４０万 

３，３７０円で、歳入総額に占める割合は２４．１４パーセントである。国庫支出金は、療養給

付費等負担金などで、２６億５，２８０万６，８０６円となり、歳入総額の２１．７６パーセン

トを占めている。前期高齢者交付金は、前期高齢者の加入割合に応じて保険者間の負担の不均衡

を調整する交付金で、２３億１，８２９万３８１円である。共同事業交付金は、高額な医療費に

係る交付金で、１５億３，７４５万２，１５２円、繰入金は、保険基盤安定対策及びその他など

の一般会計繰入金及び保険給付費支払基金繰入金で、９億５２５万３，２５６円である。歳入全

体では、前年度と比較すると、５．７５パーセントの増加となっている。 

・歳出の主なものについて、保険給付費は、一般及び退職被保険者に対する療養給付事業及び高額

療養費支給事業などで、７６億２，１３６万３４８円を給付し、前年度と比較すると、 

３．５４パーセントの伸びとなっており、歳出総額に占める割合は、６４．０１パーセントであ

る。後期高齢者支援金等は、７５歳以上の高齢者に対する後期高齢者支援事業及び事務費拠出事

業で、１６億９，６６８万４，４７７円を、介護納付金は、介護保険に対する介護納付事業で、

６億９，８１２万８，９５０円をそれぞれ社会保険診療報酬支払基金に、また、共同事業拠出金

は、保険財政共同安定化事業拠出事業などで、１５億２，４０５万８，１６２円を埼玉県国民健
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康保険団体連合会へ納付している。歳出全体では、前年度と比較すると、９．３４パーセントの

増加となっている。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第７１号 平成２４年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計歳入歳出決算認定について 

（柳原都市建設部長） 

・本議案は、平成２４年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計歳入歳出決算認定についてであ

る。 

・平成２４年度の決算額は、歳入が１５億１，０４０万５，８２１円となり、歳出は 

１４億７３８万８，３７０円で、歳入歳出差引残額は、１億３０１万７，４５１円となり、同額

を翌年度繰越額とするものである。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、分担金及び負担金は、区域外流入負担金のほか、和光市

及び新座市との協定に基づく公共下水道相互利用の維持管理費負担金で、９１１万９，３８６円

となっている。使用料及び手数料は、下水道使用料の現年度分及び滞納繰越分などで、８億 

４，６７２万５，３１４円となり、繰入金は、一般会計から５億２，２００万４，０００円を繰

り入れ、繰越金は、前年度繰越金で７，１２８万７６６円となっている。諸収入は、水洗便所改

造資金融資預託金返還金などで、１０７万６，３５５円となり、市債は、公共下水道事業債及び

流域下水道事業債で、６，０２０万円を政府資金から借入れたものである。 

・歳出について、下水道総務費のうち、一般管理費では、人件費、料金徴収業務委託料や事務経費

などで、１億８，３４１万４，４２４円を支出し、維持管理費では、下水道台帳作成委託料、荒

川右岸流域下水道維持管理負担金などで、５億１，８４６万８，３１７円を支出した。下水道事

業費のうち、汚水整備事業費では、施設等修繕料、旧暫定逆線引き地区の管渠設計委託料及び汚

水管工事などで、１億２２０万７，１０５円を支出し、雨水整備事業費では、委託料で根岸台五

丁目土地区画整理地区内の雨水排水を受けるための雨水管渠基本設計業務委託料、雨水管工事、

田子山下水路費負担金などで、５，３３９万４，８５１円を支出した。流域下水道事業費では、

荒川右岸流域下水道事業費負担金を負担割合に基づいて４，６３４万９，１０３円を支出し、公

債費は、地方債の元金及び利子の償還金として、５億３５５万４，５７０円を支出した。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第７２号 平成２４年度朝霞市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

（中村健康づくり部長） 

・本議案は、平成２４年度朝霞市介護保険特別会計歳入歳出決算認定についてである。 
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・平成２４年度末における第１号被保険者数の状況は、２万２，９６７人となっており、前年度と

比較すると、１，０８４人、４．９５パーセントの増で、要介護、要支援認定者数は、 

３，２２９人となっており、前年度と比較すると、２７２人、９．２パーセントの増となった。 

・決算額は、歳入が５０億８，６０６万８，８５６円、歳出が４８億８，５９０万９８２円で、歳

入歳出差引残額は、２億１６万７，８７４円で、同額を翌年度繰越額とするものである。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入の主なものについて、保険料は、６５歳以上の第１号被保険者分と

して１０億９，６４４万５，７５０円、国庫支出金は、介護給付費負担金などで、９億 

６，０９１万９，４３０円、支払基金交付金は、介護給付費交付金などで、１３億１，０９１万

４，２７２円、県支出金は、介護給付費負担金などで、７億２，４１２万２，７３４円、繰入金

は、一般会計及び基金からの繰入金を合わせ、９億５，４４８万６，４４６円である。 

・歳出の主なものについて、総務費は、一般管理事務費が、２，５６２万４，３１３円、介護認定

審査事業が、３，１１５万８，９７３円である。保険給付費は、居宅介護等サービス給付事業が、

１５億８，９９９万７，１４０円、施設介護サービス給付事業が、１７億５，５１７万 

５，１０５円、介護予防サービス給付事業が、２億１，２７６万４，１３３円、特定入所者介護

サービス給付事業が、１億７，３１５万９，４８０円で、保険給付費全体では、４４億 

６，９１６万２，８２９円、歳出総額に占める割合は、９１．４７パーセントで、前年度と比較

すると、８パーセントの増となっている。地域支援事業費は、介護予防事業が、２，１６１万 

４，８９４円で、包括的支援事業・任意事業が、７，５９７万２，３５１円、基金積立金は、介

護保険保険給付費支払基金積立事業が、１億９，４０４万５，５４２円である。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第７３号 平成２４年度朝霞市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

（中村健康づくり部長） 

・本議案は、平成２４年度朝霞市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定についてである。 

・平成２４年度末における被保険者数の状況は、埼玉県後期高齢者医療広域連合の報告によると、

９，６１８人となり、前年度末と比較すると、６５４人、７．３パーセントの増となった。 

・決算額は、歳入が、９億３，７４９万９，２９１円となり、歳出は９億３，１２７万 

１，６６９円で、歳入歳出差引残額は６２２万７，６２２円である。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入の主なものについて、後期高齢者医療保険料が、７億９，５７４万

２，９９０円、一般会計からの繰入金が１億３，４０５万７，６１４円で、前年度決算による繰

越金が６２２万１，４２１円である。 

・歳出の主なものについて、総務費については、一般管理事務費で６７５万３，２３０円、後期高

齢者医療保険料の徴収事業が、７２２万２，１９４円、後期高齢者医療広域連合納付事業が、 
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９億１，００２万８，０８４円、一般会計繰出事業が、６２２万１，４２１円である。 

［質疑等］ 

（田中副市長） 

・対前年比について、小数点第２位まで算出して説明しているが、他の会計と統一した方が良いの

ではないか。 

（中村健康づくり部長） 

・次回から統一することとする。 

 

議案第７４号 平成２４年度朝霞市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

（池田水道部長） 

・本議案は、平成２４年度朝霞市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定についてである。 

・業務の状況について、年度末給水人口は、１３万１，４２９人で、前年度に比べ、２２６人増加

した。給水戸数は、５万９，６９１戸で、水道の普及率は、１００パーセントである。年間総給

水量は、１，５５９万３，３４０立方メートルで、このうち県水受水量は、１，０８０万 

６，４６０立方メートルで、受水率は、６９．３パーセントである。年間総有収水量は、 

１，３９６万８，０１５立方メートル、有収率は、８９．６パーセントで、前年度と比べ 

０．７ポイントの増加である。 

・決算の概要について、収益的収入の第１款水道事業収益の決算額は、２１億９，４７９万 

６，５１６円で、主なものは、収入総額の８３．６％を占める水道料金で、その他、水道利用加

入金、受託料などである。収益的支出の第１款水道事業費の決算額は、１９億１，１３３万 

８，５７７円で、主なものは、支出総額の３６．４パーセントを占める県水受水費で、その他、

減価償却費、職員人件費、委託料、修繕費、動力費及び企業債の支払利息などである。収益的収

支の差引利益は、２億８，３４５万７，９３９円となった。１立方メートル当たりの税込み供給

単価は、１３１円３８銭、給水原価は、１３５円３７銭である。 

・資本的収入の第１款資本的収入の決算額は、４２３万２５０円で、主なものは、大東ガス株式会

社からの道路舗装復旧に要した費用の工事負担金である。第１款資本的支出の決算額は、８億 

２，７７７万２，３９９円で、主なものは、建設改良費で、導水管耐震化事業のほか、老朽管更

新及び水圧不足改善事業のための配水管布設替工事などを実施した。企業債償還金は、財務省及

び地方公共団体金融機構への償還金である。資本的収入額が支出額に対して不足する８億 

２，３５４万２，１４９円については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年

度分損益勘定留保資金、建設改良積立金及び減債積立金で補てんした。剰余金の処分については、

当年度未処分利益剰余金から、建設改良積立金に５億円、減債積立金に２億円をそれぞれ積立て

るものである。 

［質疑等］ 
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（田中副市長） 

・積立金について、どのような内訳になっているか。 

（池田水道部長） 

・減債積立金が６億６，６００万円程度、建設改良積立金が５億程度、利益積立金が１億 

７，７００万円程度で、計１３億４，３００万円程度である。 

（田中副市長） 

・その金額に、今回、建設改良積立金として５億円、減債積立金として２億円が足されるというこ

とか。 

（池田水道部長） 

・そのとおりである。 

 

議案第７５号 平成２５年度朝霞市一般会計補正予算（第１号） 

（小林総務部長） 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ６億８，５５１万９，０００円の増額で、これを含めた累計

額は、３５８億４，０５１万９，０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、地方特例交付金は、交付額の確定により、６４１万 

３，０００円減額している。地方交付税は、普通交付税の算定結果に伴い、普通交付税を、 

２１３万９，０００円減額している。国庫支出金は、新たに、学校施設環境改善交付金及び理科

教育設備整備費等補助金を計上することにより、６９１万４，０００円増額している。県支出金

は、保育所緊急整備事業補助金を増額するほか、新たに、高齢者と地域のつながり再生事業費補

助金などを計上することにより、３，５３７万４，０００円増額している。寄附金は、教育費指

定寄附金の受け入れをしている。繰入金は、介護保険特別会計などの決算に伴う精算金を繰り入

れるほか、財政調整基金繰入金を増額することにより、３億４，３５５万４，０００円増額して

いる。繰越金は、平成２４年度決算に伴い、前年度繰越金を３億１，０２５万１，０００円増額

している。諸収入は、県支出金過年度収入のほか、各種施設の指定管理料の精算金を計上し、 

１億３４２万６，０００円増額している。市債は、新たに、小学校耐震改修事業債を計上するほ

か、社会福祉法人立保育園整備費補助事業債を増額する一方、臨時財政対策債を減額することに

より、１億５５４万８，０００円減額している。 

・歳出について、総務費は、平成２４年度決算に伴う、前年度繰越金の２分の１を財政調整基金に

積み立てるほか、新たに、未収金の回収対策のため、弁護士に訴訟手続きを委託するための経費

を計上することなどにより、５億９４０万円増額している。民生費は、社会福祉法人が整備する

保育園の施設定員を増員するため、社会福祉法人立保育園整備事業補助金を増額するほか、平成

２４年度実績額の確定により、介護保険特別会計繰出金、生活保護費負担金返還金などを計上す

ることなどにより、２億４，２４２万８，０００円増額している。衛生費は、健康増進センター
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の施設改修工事に要する工事請負費を増額することにより、２８３万５，０００円増額している。 

土木費は、道路照明灯設置工事に要する経費を増額するほか、下水道事業特別会計繰出金を減額

することなどにより、７，２１５万５，０００円減額している。教育費は、新たに、ミュージカ

ルの舞台設営委託料を計上するほか、埋蔵文化財の重機借上料を増額することにより、３０１万

１，０００円増額している。第２表継続費補正は、子ども・子育て支援事業計画策定事業を追加

するものである。第３表、地方債補正については、新たに、小学校耐震改修事業を追加するほか、

社会福祉法人立保育園整備費補助事業及び、臨時財政対策債について、借り入れ限度額の変更を

行うものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第７６号 平成２５年度朝霞市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

（中村健康づくり部長） 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ１億８，５３３万４，０００円の増額で、これを含めた累計

額は、１２１億８，２５７万７，０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、繰越金は、前年度決算額の確定により、１億 

８，５３３万４，０００円を受け入れるものである。 

・歳出について、保険給付費支払基金積立事業は、基金への積立金として、１，５７９万 

２，０００円を増額するものである。諸支出金については、実績に伴う療養給付費等負担金の返

還金で、１億６，９５４万２，０００円を増額するものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第７７号 平成２５年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計補正予算（第２号） 

（柳原都市建設部長） 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ２，４８１万４千円の増額で、これを含めた累計額は、 

１７億４，３３８万７，０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、繰入金は、一般会計からの繰入金で、７，４２０万 

３,０００円を減額するもので、繰越金は、前年度繰越金を８，３０１万７，０００円追加するも

のである。市債は、公共下水道事業債を工事請負費の追加により、１，６００万円増額するもの

である。 

・歳出について、下水道事業費の汚水管事業費の汚水管建設事業では、工事請負費等を労務単価の

引き上げに伴い、１，９４５万３，０００円増額するものである。雨水管事業費の雨水対策事業

では、工事請負費を労務単価の引き上げに伴い、５３６万１，０００円増額するものである。第
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２表地方債補正は、公共下水道事業の地方債について借入限度額の変更を行うものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第７８号 平成２５年度朝霞市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

（中村健康づくり部長） 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ２億８，１６９万７，０００円の増額で、これを含めた累計

額は、５１億７，３１５万５，０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、過年度の精算に伴い、繰入金については、介護給付費繰

入金で追加交付分として、８，０７４万６，０００円を、その他繰入金では、電算システム改造

委託料で７８万８，０００円をそれぞれ増額するものである。繰越金は、前年度決算額の確定に

より２億１６万６，０００円を増額するものである。 

・歳出について、基金積立金の介護保険保険給付費支払基金積立事業は、前年度決算に基づき、 

２億４，２０９万３，０００円を増額するものである。諸支出金の償還金につきましては、国庫

支出金返還金として、６５７万１，０００円、県支出金返還金として、７９５万１，０００円、

その他還付・返還金として、５１０万４，０００円をそれぞれ増額するものである。繰出金では、

一般会計に返還する一般会計繰出金を、１，９１９万円増額するものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第７９号 平成２５年度朝霞市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

（中村健康づくり部長） 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ７０１万５，０００円の増額で、これを含めた累計額は、 

１０億２，７９４万７，０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、歳出の総務管理費の増額により、一般会計繰入金として、

７８万８，０００円を、前年度決算額の確定により、繰越金として、６２２万７，０００円を増

額するものである。 

・歳出について、延滞金の利率改正等に伴う後期高齢者医療電算システムの改修費用として、総務

費の総務管理費を７８万８，０００円、平成２４年度の出納整理期間分の後期高齢者医療保険料

として、後期高齢者医療広域連合納付金を５３８万２，０００円、一般会計への返還分として、

諸支出金の繰出金を８４万５，０００円増額するものである。 

［質疑等］ 

 なし 
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議案第８０号 朝霞市職員定数条例の一部を改正する条例 

（田中審議監） 

・改正内容については、組織機構の変更等により増員が見込まれることから、市長の事務部局の職

員定数を５７５人から６１０人に増員する。一方、教育委員会及び水道企業の事務部局について

は、現在の職員数の実態を勘案し、教育委員会では１６４人から１３８人に、水道企業では３９

人から２８人に改めるものである。なお、市全体の職員定数は、現状の７９９人から変更はない。

この改正については、平成２５年１０月１日から施行したいと考えている。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第８１号 朝霞市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

（柳原都市建設部長） 

・改正内容については、道路法施行令の改正により、道路の占用の許可に係る工作物として、太陽

光発電設備及び風力発電設備が追加されたことにより、これらの占用料を追加するとともに、引

用条文の整理を行うものである。この改正については、平成２５年１０月１日から施行したいと

考えている。 

［質疑等］ 

なし 

 

 議案第８２号 朝霞市朝霞都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例 

（柳原都市建設部長） 

・改正内容については、第４条から第７条までにおいて、負担金の算出方法のみを定めていたが、

１平方メートル当たりの負担金単価を条例に規定することが一般化しつつあり、また、分かりや

すくなることから、１平方メートル当たりの単価を別表に規定するものである。なお、今後、整

備を予定している旧暫定逆線引き地区内の受益者負担金については、１平方メートル当たり 

３１０円とするものである。第１２条及び第１３条では、事業が終了したときは、事業費及び負

担金を確定しなければならず、確定した負担金と当初の負担金との間に差額があるときは、差額

相当分を追加徴収、又は還付しなければならないなどの精算規定があるが、下水道整備は事業完

了に長期間を要するため、納付者が転居、死亡、土地を転売するなど、所有権の変動が激しく、

事業完了後に追加徴収や還付を行うことが困難であることなどの理由により、精算規定を廃止す

るものである。このほか、地方税法の一部改正により、延滞金の率が引き下げられたことに伴い、

受益者負担金についても、地方税法の見直しに準じた延滞金の率に改正するものである。これら

の改正のうち延滞金の率の改正については、平成２６年１月１日から、その他の改正については、

平成２５年１０月１日から施行したいと考えている。 
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［質疑等］ 

（安田福祉部長） 

・延滞金について、年１４．５パーセントでよいのか。 

（柳原都市建設部長） 

・都市計画法に基づいたものであるため、年１４．５パーセントである。 

 

議案第８３号 朝霞市介護保険条例及び朝霞市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条

例 

（中村健康づくり部長） 

・改正内容については、地方税法の一部改正により、延滞金の率が引き下げられたことに伴い、地

方税法に準じて定めている、介護保険料及び後期高齢者医療保険料に係る延滞金の率について、

同様の引き下げを行うものである。この改正については、平成２６年１月１日から施行したいと

考えている。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第８４号 朝霞市市営住宅条例の一部を改正する条例 

（柳原都市建設部長） 

・改正内容については、地方税法の一部改正により、延滞金の率が引き下げられたことに伴い、地

方税法に準じて定めている、市営住宅家賃に係る延滞金の率について、同様の引き下げを行うも

のである。この改正については、平成２６年１月１日から施行したいと考えている。 

［質疑等］ 

（田中副市長） 

・概要資料について、内容が共通するものについては、次回から表現を統一した方がよい。 

 

議案第８５号 朝霞市部室設置条例 

（田中審議監） 

・改正内容については、朝霞市部室設置条例の全部を改正し、市長の事務部局を現行の５部４室か

ら１公室５部２室に改めるものである。特徴としては、トップマネジメントのサポート体制を強

化するため、市長公室を設置するとともに、危機管理部門を部に属さない市長直轄組織とし、危

機管理監を配置する。さらに福祉部門の業務量増大により福祉課と子育て支援課をそれぞれ分割

する。その他、事務の集約等を図るほか、体制を強化するなど、より効率的・効果的な運用を図

れる組織に見直ししていく。この改正については、平成２６年４月１日から施行したいと考えて

いるが、関連する例規の整備、市民への周知等を図るための期間を考慮し、今回、議会に提案す



12 

 

る。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第８６号 朝霞市一般職の任期付職員の採用に関する条例 

（小林総務部長） 

・この条例は、行政部内では得られにくい専門性を備えた人材を活用することを目的に、期間を限

定して専門的な知識経験等を有する者を職員として採用するため、新たに制定するものである。 

本条例については、公布の日から施行したいと考えている。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第８７号 朝霞市子ども・子育て会議条例 

（安田福祉部長） 

・子ども・子育て支援法第７７条第１項の規定に基づき、本市の子ども・子育て支援に関する総合

的かつ計画的な推進を図るため、朝霞市子ども・子育て会議を附属機関として設置する必要があ

るため、地方自治法第１３８条の４第３項の規定により、新たに制定するものである。なお、本

条例については、公布の日から施行したいと考えている。 

［８月５日政策調整会議の要旨について報告］ 

（田中審議監） 

・計画の内容は、保育園、幼児教育の需要量の見込みに基づいて、どの程度の保育園、幼稚園、認

定こども園を整備していくかを量的に見込んでいくことが主である。それに加えて、あさか子ど

もプランの中にある計画を継承するため、待機児童の問題を解消していく計画となる。 

・現在はあさか子どもプランが子育て支援施策を進める上でメインとなっているが、あさか子ども

プランは計画を作り終わっているので今後は進捗管理のみとなる。今後、あさか子どもプランを

どのように引き継いでいくかを含めて、新しい計画を策定する中で検討していくとのことであっ

た。 

・子どもプランがなくなるかどうかについて、厚生労働省は明言しておらず、一部残すかどうかな

どが議論されているところである。 

・未就学児に関して、どの程度の保育園、幼稚園、認定こども園を作っていくかを計画化すること

で待機児童がいなくなるという国の考え方に基づき、子ども・子育て会議を設置し、計画を策定

していく。 

［質疑等］ 

（田中副市長） 
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・機構改革により組織名を変更する際に、この条例について改正を行うのか。 

（村山政策企画室長） 

・組織名変更に伴い改正が必要な条例については、一括して条例改正を行う予定である。 

 

議案第８８号 市道路線の廃止について 

（柳原都市建設部長） 

 今回廃止する路線は、駅西口富士見通線整備事業で、新たに道路を築造したことに伴い、終点に

変更が生じることから行うものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

議案第８９号 市道路線の認定について 

（柳原都市建設部長） 

・今回認定する路線は、駅西口富士見通線整備事業により、新たに道路を築造したことに伴い、終

点に変更が生じたことから、改めて認定するものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

 議案第９０号 市道路線の認定について 

（柳原都市建設部長） 

・今回認定する路線は、開発行為に伴う１路線で、都市計画法第４０条の規定により帰属された道

路を認定するものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

 議案第９１号 市道路線の認定について 

（柳原都市建設部長） 

・今回認定する路線は、寄附採納による道路を認定するものである。 

［質疑等］ 

なし 

 

 議案第９２号 工事請負契約の締結について 

（田中副市長） 

・工事名は、朝霞中央公園陸上競技場改修工事である。 
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・工事の概要は、ロングパイル人工芝張替７，２４５平方メートル、ウレタン切削オーバーレイ 

８，７１２平方メートル、ロングパイル人工芝増設３２０平方メートル、スタンド前舗装改修 

５６２平方メートルである。 

・入札の経過については、６月２６日に入札参加資格要件を定めた一般競争入札を行ったところ、

１９社が応札し、その結果、三ツ和総合建設業協同組合が、２億１，５６３万８，５００円で落

札したため、同協同組合と請負契約を締結いたしたく、提案した次第である。 

［質疑等］ 

なし 

 

【閉会】 

 

 

 


